
　

平
成
26
年
度
の
当
初
予
算
の

総
額
は
、
一
般
会
計
と
公
共
下

水
道
事
業
会
計
な
ど
の
特
別
会

計
を
合
わ
せ
て
909
億
２
千
850
万

円
で
、
前
年
度
当
初
予
算
額
に

比
べ
て
6.8
％
（
58
億
１
千
991
万

円
）
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
当
初
予
算
は
598

億
７
千
万
円
で
、
前
年
度
当
初

予
算
額
と
比
べ
て
67
億
円
の
増

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
入
に
つ
い
て
は
、
そ
の
根

幹
を
な
す
市
税
収
入
が
214
億
１

千
526
万
円
で
前
年
比
2.5
％
（
５

億
３
千
122
万
円
）
の
増
と
な
り

ま
し
た
（
グ
ラ
フ
１
）
。

　

主
に
、
個
人
市
民
税
が
１
億

２
千
576
万
円
、
法
人
市
民
税
が

２
億
６
千
200
万
円
、
固
定
資
産

税
が
１
億
８
千
840
万
円
増
加
し

た
こ
と
が
要
因
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
地
方
消
費
税
交
付

金
は
４
月
か
ら
の
消
費
税
率
の

引
上
げ
を
踏
ま
え
、
17
億
４
千

500
万
円
で
前
年
度
比
19
・
９
％

（
２
億
９
千
万
円
）
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
第
二
・
第
四
中
学
校

統
合
校
の
新
築
工
事
の
財
源
な

ど
と
し
て
、
教
育
債
が
15
億
１

千
790
万
円
増
加
し
た
こ
と
な
ど

か
ら
80
億
８
千
910
万
円
で
前
年

度
比
54
・
６
％
（
28
億
５
千
700

万
円
）
の
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

一
方
歳
出
で
は
、
退
職
者
数

が
増
加
す
る
た
め
、
退
職
手
当

が
２
億
600
万
円
の
増
と
な
り
ま

す
が
、
職
員
数
の
減
少
な
ど
に

よ
り
人
件
費
は
92
億
８
千
592
万

円
で
前
年
度
比
0.8
％
（
７
千
181

万
円
）
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

扶
助
費
全
体
で
は
、
162
億
４
千

337
万
円
で
前
年
度
比
1.8
％
（
２

億
９
千
421
万
円
）
の
増
と
な

り
、
そ
の
う
ち
生
活
保
護
費
で

は
、
101
億
９
千
939
万
円
で
前
年

度
比
4.6
％
（
４
億
５
千
171
万

円
）
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
ま

た
、
建
設
事
業
費
は
、
第
二
・

第
四
中
学
校
統
合
校
お
よ
び
寺

方
・
南
保
育
所
統
合
保
育
所
の

新
築
工
事
や
、
市
営
住
宅
大
宮

団
地
お
よ
び
大
久
保
団
地
の
大

規
模
改
修
工
事
を
実
施
す
る
と

と
も
に
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

拠
点
施
設
の
建
設
に
向
け
た
設

計
を
実
施
す
る
な
ど
、
55
億
４

千
614
万
円
で
前
年
度
比
390
・

３
％
（
44
億
１
千
501
万
円
）
の

増
と
な
っ
て
い
ま
す
（
グ
ラ
フ

２
）
。

　

本
年
度
に
お
い
て
も
、
本
市

の
財
政
運
営
は
、
扶
助
費
を
は

じ
め
と
す
る
義
務
的
経
費
の
割

合
が
依
然
と
し
て
極
め
て
高
い

水
準
に
あ
る
こ
と
な
ど
、
引
き

続
き
厳
し
い
状
況
に
は
あ
り
ま

す
が
、
市
民
の
み
な
さ
ん
が
安

全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち

づ
く
り
を
主
眼
と
し
た
施
策
を

中
心
に
学
校
教
育
施
設
の
充

実
、
健
康
の
保
持
増
進
、
福
祉

の
充
実
や
都
市
整
備
な
ど
の
事

業
を
実
施
す
る
予
定
で
す
。

　

今
後
も
、
第
五
次
総
合
基
本

計
画
に
掲
げ
た
「
歓
響
（
か
ん

き
ょ
う
）
都
市
も
り
ぐ
ち
」
の

実
現
に
向
け
て
、
引
き
続
き
事

務
事
業
の
見
直
し
や
、
さ
ら
な

る
歳
入
の
確
保
な
ど
行
財
政
改

革
に
取
り
組
み
、
よ
り
よ
い
市

民
サ
ー
ビ
ス
の
実
現
に
努
め
て

ま
い
り
ま
す
の
で
、
市
民
の
み

な
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を

お
願
い
し
ま
す
。

問
合
先　

財
政
課

（
☎
６
９
９
２
・
１
４
０
２
）

平成26年度 一般会計当初予算
598億7,000万円

歳出（目的別）の内訳説明
総 務 費 戸籍・住民登録、徴税のほか、財産の維持管理、

全般的な管理事務に関する経費など

民 生 費 高齢者福祉・障害者福祉、児童手当、生活保護など

衛 生 費 ごみの処理、予防接種、健康診査などの保健衛生など

土 木 費 道路、下水、公園の建設・維持管理など

教 育 費 小・中学校の運営および耐震改修の費用など

公 債 費 市債および一時借入金の元金利息の返済

消 防 費 消防や火災予防など災害対策のための費用

議会費などには、議会運営費、商業・農業振興などがあります。

主な歳出予算の推移（性質別）の説明
人 件 費 職員の給料や退職手当などの費用

扶 助 費 児童手当の支給、生活保護者や障害のある人などの支援
のための費用

物 件 費 消耗品、光熱水費、修繕費などの諸費用や業務委託のた
めの費用

建設事業費 小・中学校、道路・公園などの公共施設の建設、改良のた
めの費用

【各会計当初予算】 （単位：千円）

6,700,00053,170,00059,870,000
640,0004,592,0005,232,000

△ 1,697,00021,088,00019,391,000
160,0001,593,0001,753,000

△ 897,00027,273,00026,376,000
16,9084,665,5884,682,496

△ 880,09231,938,58831,058,496
5,819,90885,108,58890,928,496

一　般　会　計
会      計     名

特
別
会
計

平成26年度 平成25年度 増減額

公共下水道事業会計
国民健康保険事業会計
後期高齢者医療事業会計

＜　小　計　＞
水道事業会計

《特別会計合計》
総　　　　　計

グラフ１

グラフ２
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市税収入（予算額）の推移

←その他の税

←法人市民税

←個人市民税

←固定資産税・
　都市計画税

単位：百万円

2,328

12,530

13,757
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12,738

13,628

12,499 12,795 13,001

11,544
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16,615 16,353
15,949
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9,286
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5,546
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6,148

5,8425,837
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5,815
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1,462
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596
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12,997

2,345
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18,000 単位：百万円 主な歳出予算の推移（性質別）

↑公債費

↓物件費

↑扶助費

↓人件費

平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

↑建設事業費

（単位：千円）

（単位：千円）

一般会計歳入の内訳

一般会計歳出（目的別）の内訳

685,556
 （1.1%）

835,084
（1.4%）

1,552,770
（2.6%）（6.2%）

5,790,000
（9.7%）

歳 入
59,870,000
（100.0%）

5,319,518
（8.9%）

総務費

4,064,900
衛生費

（6.8%）

3,553,021
（5.9%）

土木費

7,118,696
（11.9%）

教育費

7,014,501
（11.7%）

公債費

1,963,723
（3.3%）

消防費
512,555
（0.9%）

議会費など

諸収入

使用料および
手数料

その他地方譲与税など
3,721,530

8,089,100
（13.5%）

市債

30,323,086
（50.6%）

民生費

21,415,259
（35.8%）

市税

17,780,701
（29.7%）

国・府支出金

地方交付税

歳 出
59,870,000
（100.0%）

5,738

1,022

296
1,067

1,131
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